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企 業 環 境 会 計 の 基 礎 づ け

一 企業とステイク ホール ダー・ グルー プの関係 をめぐって 一

宮 崎 修 行

（国際基督教大学）

Ｉ 企 業 と ス テ イ ク ホ ー ル ダ ー ・ グ ル ー プ

企 業 は、 今 日 で は 準 公 的 機 関 （ｑｕａｓｉ・δｆｆｅｎｔ１ｉｃｈｅ Ｉｎｓｔｉｔｕｔｉｏｎｅｎ） と し て 考 え ら れ、 そ れ は

種 々 の 内 部 ・ 外 部 ス テ イ ク ホ ー ル ダ ー ・ グ ル ー ブ （ｓｔａｋｅｈｏｌｄｅｒ ｇｒｏｕｐｓ，
Ａｎｓｐｒｕｃｈｓｇｒｕｐｐｅｎ）

の、 相 異
な る 利 害 の 集 積 点 と し て 捉 え る こ と が で き る。 ス テ イ ク ホ ー ル ダ ー ・ グ ル ー プ は、 企

業 に 対 し て、 そ の 各
々 の 利 害 関 係 か ら 生 ず る 固 有 の 要 求 （ＡｎｓｐｒＯｃｈｅ） を も ち、 そ れ ら は 具

体 的 な 要 求 事 項 （Ｆｏｒｄｅｒｕｎｇｅｎ） と し て 表 現 さ れ る。

今 日 で は、 こ の ス テ イ ク ホ ー ル
ダ ー ・ グ ル ー プ の 概 念 は 非 常 に 広 く 解 釈 さ れ、 内 部 ス テ イ ク

ホ ー ル ダ ー ・ グ ル ー プ と し て は・ 経 営 者 （マ ネ ジ メ ン ト）・ 従 業 員、 個 人 企 業 所 有 者 な ど が 挙

げ ら れ、 外 部 ス テ イ ク ホ
ー ル ダ ー ・ グ ル ー ブ と し て は、 投 資 家 一 般 （個 人 株 主、 法 人 株 主、 投

資信託機関な ど）、 債権者 （
とりわけ銀行な どの金融機関が重要）、 取引 先 （得意先、 仕入先）、

消 費 者、 政 府 （税
務 当 局） な ど の 他、 マ ス コ ミ、 格 付 機 関、 さ ら に 近 年 で は、 法 的 関 係 を 離 れ、

地域 的結 びっ きの観点から・ 地域住民や国民一般が含ま れるよ うになってきている。

企 業 は こ れ ら の ス テ イ ク ホ ー ル ダ ー ・ グ ル ー プ の 中 心 点 で あ る と と も に、 こ れ ら の ス テ イ ク

ホ ー ル ダ ー ・ グ ル ー プ の 利 害 調 整 点 で あ り１）、 そ こ で ま た、 企 業 目 的 は な ん ら か の 財 ・ サ ー ビ

ス供 給や私 的利益追 求と同 一視で きず・ その根 本目的 は企業 に利害関 係を有す る諸ス テイ ク

ホ ー ル ダ ー ・ グ ル ー プ の 種 々 の 要 求 満 足 に あ る・ と い え る
２）
。 そ し て、 企 業 は こ の よ う な 種 々

の 要 求 の 満 足 の た め に 創 造 さ れ 形 成 さ れ る の で あ る か ら３）、 各 種 の ス テ イ ク ホ ー ル ダ ー ・ グ

ルー プは、 自己の要求が満足される限りにおいて （す なわ ち、 自己が企業から受ける給付を自

己が企業に提 供す る資源より も高く評価す る限りにお いて）、 企業 の生存を一致 して支持する

は ず で あ る４）。

「経営は目的に向 かう構成 体として…… 特定の要求満足のため創造さ れ、 形成される。 経営

が、 批 判 的 ス テ イ ク ホ ー ル ダ ー ・ グ ル ー プ の 目 か ら 見 て、 そ の 目 的 を も は や 満 足 さ せ ず、 別 の
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ス テ イ ク ホ ー ル ダ ー ・ グ ル ー プ が 資 源 提 供 者 と し て 現 れ な い 限 り、 経 営 は 解 散 し、 あ る い は 経

営からその生存にとって必須の 資源が引 き出されて しまう。 こ のよ う
な 目的構成体の堅持と発

展 に は、 ス テ イ ク ホ ー ル ダ ー ・ グ ル ー プ 概 念 の 観 点 か ら は、 経 営 内 に お け る、 ま た 経 営 に よ る

社会経済的に合理性ある行動が条件 となる５〕。」

このような基礎の上に立って、 企 業は継続的な社会的機 関 （社会に受容された機関） と して

捉えられ、 ここで、 企業 は機能 分
権的、 社会的制度的機構 の要 素としての立場が強調されるこ

と に な る。 生 産 的 相 互 関 係 と 並 ぷ、 ス テ イ ク ホ ー ル ダ ー ・ グ ル ー プ 間 の 相 互 関 係 に お い て、 企

業 環 境 （Ｕｎｔｅｍｅｈｍｅｎｓｕｍ ｗｅ１ｔ） は、
外 的 に 与 え ら れ た も の で は な く・ 「と も に 創 造 し て い

く も の」 と 捉 え ら れ る６）。

皿 社会経済的合理性の概念

企業を社会 的機 関と捉えた場合、 企業のその （企業の周 辺を取り巻く） 社会的環境 にお ける

合 理 的 行 動 と し て、 い っ た い
な に を 考 え た ら よ い か が 間 題 と な る。

Ｓｃｈａｌｔｅｇｇｅｒ ｕｎｄ Ｓｔｕ ｍ は、 そ の
た め に、

Ｈｉｌ１ の 唱 え る、 単 な る 利 益 追 求 や そ の 類 似 概 念

を 越 え た 尺 度 と し て の、 拡 大 さ れ た 合
理 性 理 解 （ｅｒｗｅｉｔｅｒｔｅｓ Ｒａｔｉｏｎａ１ｉｔ査ｔｓｖｅｒｓｔａｎｄｎｉｓ） と

し て の 社 会 経 済 的 合 理 性 （ｓｏｚｉｏ６ｋｏｎｏｍｉｓｃｈｅ Ｒａｔｉｏｎａｌｉｔ自ｔ） を 援 用 す る
７） （Ｈｉ１ｌ の い う 社 会

経 済 的 理 性 ｓｏｚｉｏδｋｏｎｏ ｍｉｓｃｈｅ Ｖｅ ｍ ｕｎｆｔ
８）
）。

Ｈｉ１ｌ に よ れ ば、 社 会 経 済 的 合 理 性 に は、 つ
ぎ の ４ つ の 性 質 が 認 め ら れ る９）。

① 名 目 目 標 （Ｆｏ ｍ ａ１ｚｉｅｌｅ） あ る い は 合 理 性 規 準 （Ｒａｔｉｏｎａｌｉｔ批ｓｋｒｉｔｅｒｉｅｎ） の 仮 定 が、 プ

ラ グ マ テ ィ ッ ク な マ ネ ジメ ン ト 論 の 不 可 欠 な 前 提 で あ る。

② 相 互に明瞭に区別された思考カ テゴリーが間題であるが、 このよ うな 思考カ テ
ゴリーは

可能とされる目標領域を完全 にカ バーするものであり、 こ れらの思 考カ テ
ゴリーのどれか

１っに帰属できないような 目標 を、 現実の経営目標に想定する ことはできない。

③ 社会合理性概念に は、 経 済性概
念の有意義な拡大と同時 にま た再統合が存在し、 それは

また国民経済学の新 しい傾 向 （政治理論、 新
しい政治経済 学） にも相応する。

④ 社会経済性規準 は、 マネ
ジメ ントの間題を示 し、 そ の解 決のための提案を展開し、 検証

するために・ どの よう
な種類の基礎的知識が必要 かを 示す。

そ し て、 Ｈｉ１１ の 唱 え る ４ 次 元 的 方 法 論 （ｖ
ｉｅｒ ｄｉｍｅｎｓｉｏｎａ１ｅ Ｈｅｕｒｉｓｔｉｋ） に よ れ ば、 企 業 行

動 は、 具 体 的 に は、 ω 社 会 文 化 的 合 理 性 （ｓｏｚ
ｉｏｋｕ１ｔｕｒｅｌｌｅＲａｔｉｏｎａ１ｉｔ邑ｔ）、１２〕 有 効 性 （Ｅｆｆｅｋｔｉ－

ｖｉｔ射）、 （３〕 効 率 性 （Ｅｆｆｉｚｉｅｎｚ） お よ
び １４〕 政 治 的 合 理 性 （ｐｏ１ｉｔｉｓｃｈｅ Ｒａｔｉｏｎａｌｉｔ葛ｔ） を 満 足 さ

せ た と き に、 社 会 経 済 的 に 合 理
的 と よ び う る ｍ） （図 １）。

以 下 に、 こ れ ら の ４ つ の 概
念 を
、
Ｈｉ１１ お よ び Ｓｃｈａ１ｔｅｇｇｅｒ ｕｎｄ Ｓｔｕｒｍ に し た が っ て、 簡 単

に ま と め るｌｌ）
。
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（１） 社会文化的合理性

企業行動、 およ
びとりわ けマ ネジメ ントの意思決定が、 支配的ある いは発展 しつつ

ある社会

規 範お よ び価値 観 と一 致す る 限り、 社 会文 化 的合 理性 が 達成 され る。 そ の内 容 は、 合法 性

（Ｌｅｇａ１ｉｔａｔ，１ｅｇａ１ｉｔｙ） と
正 統 性 （Ｌｅｇｉｔｉｍｉｔ註ｔ，

１ｅｇｉｔｉｍａｃｙ） か ら な る。

（２） 有効性 （技術 的合理性）

技術的領域 にお ける合理性規準。 特定の製晶・サー
ビスを生産 し、 それによって経営の基本

機能を満足させ た程度をいう。 目標達成の程度と しての有効性 は、 っ
ねに特定の、 あるべき水

準 に よ っ て 測 定 さ れ る。

（３〕 効率 性 （経済的合理性）

経 済 的 分 野 で の 合 理 性 規 準。 資 源 は 希 少 で あ り、 ア ウ ト プ ッ ト ／ イ ン
プ ッ ト 比 率 を 高 め る

こと は、 伝統
的に企業目的達成のための絶対基準である。 この経済性概念は、 主に価格で評価

できる私的な 財にっいて適用され、 したがって、 種々の 価格 にもと
づく経済性比率が適用でき

る。 集合財や公共財のような、 価値創造 （収益） が総費用 に擬制されるよう
な財にっいて は、

イ ン プ ッ ト 資 源 単 位 に 対 す る 実 物 的 ア ウ ト プ ッ ト 資 源 単 位 の 関 係 に よ っ て 経 済 性 は 評 価 で
き る。

こ の 関 係 は、 私
的 財 に つ い て も ま た、 経 営 内 に お け る 部 分 給 付 に 関 し て 適 用 さ れ る

１２）
。

１４〕 政治的合理性

企 業 が、 そ の 分
配 政 策 （Ｖｅｒｔｅｉ１ｕｎｇｓｐｏ１ｉｔｉｋ） に よ っ て、 （諸） 資 源 供 給 者 た ち の 利 益 を 企

業 に お い て 確 保 し て や れ ぱ や る ほ ど、 そ の 政 治 的 合 理 性 は 高 ま る。 こ の 状 況 は、 企 業 が、 自 ら

の 存在 が 資 源 供給 者 に よ る必 須 希 少 資 源撤 回 に よ って 脅 か さ れ ず、 そ の 自 発 的 行為 能 力

（Ｈａｎｄｌｍ ｇｓａｕｔｏｎｏｍｉｅ） が 守 ら れ る よ う に、 利 害 お よ び 要 求 に 近
づ く と き 達 成 さ れ る。

皿 環境問題に関連する社会 経済的 合理性概念

以上の４っの合理性概念 は、 企 業が自己の行動によって操作可能な成果 を評 価す る上で使用

す る 成 果 規 準 （Ｅｒｆｏ１ｇｓｋｒｉｔｅｒｉｅｎ ： 企 業 の 行 動 が ど の 程 度 成 功 し て い る か を 判 断 す る 尺 度 （指

標）） と 考 え る こ と が で き る。

もちろん、 こ れ
らの４っ の企業行動の合理性規準ない しは成果 規準 は、 図１から理解で

きる

ように、 そ れ
ぞれ個々の領域で単独で判断される性格 のものではな い。 「企業行動

が全体とし

て成功であった」 という総合評価がくだされるの は、 それがｌ１〕社会 文化領域で正統的かつ合

法的であり、（２）技術領域で有
効であり、１３〕経 済領域で効果的であり、 そ して（４）政治領域で行

動 の 自 由 性 を 確 保 し た 場 合 で あ る１３〕。

一 般 に、 こ れ ら の
企 業 行 動 の 成 果 評 価 は、 す べ て の 個 々 の ス テ イ ク ホ ー ル ダ ー ・ グ ル ー プ に

よ っ て、 別
々 に 行 わ れ、 そ の 場 合、 あ る ス テ イ ク ホ ー ル ダ ー ・ グ ル ー プ の 個 別 的 評 価 が 他 の ス

テ イ ク ホ ー ル ダ ー ・ グ ル ー プ の 評 価 と 一 致 す る 保 証 は な い。
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図 １ 企 業 と ス テ イ ク ホ ー ル ダ ー の 概 念

そこで、 企業行動を総 合的にみて成功と評価するために は、 個々 の成 果規準が 「十分」 に満

足 さ れ て い る こ と が、 決 定 的 に 重 要 で あ る。 こ の 「十 分」 と は、 個 別 的 ス テ イ ク ホ ー ル
ダ ー ・

グ ル ー プ と の 話 し 合 い に よ っ て、 そ の と き そ の と き の 状 況 に 即 し て の み 決 定 す る こ
と が で き る

性 質 の も の で あ り、 そ の 場 合、 ス テ イ ク ホ ー ル ダ ー ・ グ ル ー プ の 諸 要 求 は、 個 々 の ス テ イ ク

ホ ー ル ダ ー ・ グ ル ー プ の 企 業 に と っ て の 重 要 性 に 関 し て ウ エ イ ト づ け さ れ る こ と と な る。

近 年、 多 く の ス テ イ ク ホ ー ル ダ ー ・ グ ル ー プ が 種 々 の 環 境 関 連 要 求 を 増 大 さ
せ る こ と と な り、

企業行動の成果 規準も内容的に変容 しつつある。 以下、 ４つ の領域の成果規準
と
、 そ
れ らの環

境 保 護 と の 関 わ り 合 い の 例 を 挙 げ るＭ）。

ω 社会文化的領域

目 的内容および目的制限に関わる。 どの よう な企業目的が正統性、 す
なわち道徳 的かっ倫

理的であ ることを主張できるか？ どのような法的枠組 み （および社会的価値観）、 すな わち

強制的制 限において、 達成すべき目的 が追 求できるか？

例） 殺菌剤 Ｙ の使用は先進工業 国で は禁止さ れている。

１２〕 技術的領域
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目的達成の 程度をさ し、
どのくらい上手に、 すなわ ちどのく らい効率的に設定された目 的

を達成 したか を間題にする。

例） 殺菌剤 Ｙ の望ま しい効果と望ま しくな い効果はどのくらいか？

（３） 経済 的領 域

ア ウ ト プ ッ ト と イ ン プ ッ ト の 関 係 を 内 容 と す る。 あ る 目 標 が ど の く ら い 有 効 に、 す な わ ち

どのく らいの費用 で達成されるかを問題とす る。

例） 殺菌剤 Ｙ がその目的を達成するの にかかる製造原価と外部費用 はいく らか？

１４〕 政治 的領 域

こ の 領 域 か ら の 要 求 は 利 害 の 貫 徹 に 関 係 す る。 問 題 と さ れ る の は、 種 々 の ス テ イ ク ホ ー ル

ダ ー ・ グ ル ー プ の 利 害 の 協 働 に お い て・ 行 動 の 自 由 （自 発 性 の 確 保） は い か に 守 ら れ る か・

と い う こ と で あ る。

例） 殺菌剤 Ｙ に対する誰の要求を・ マネ
ジメ ントはどの程度満足させなけれ ぱな らな い

か・ そ してこれ は自 己の 行動の白由にどのように影響する
か？

１Ｖ 社会経済 的合理 性概念の内容変化と環境会計の成 立

表１およ び２ は・ （１）社会文化的領域 （企業の
正統性確保） に主に関連する・ 企業の内部お

よ び外部ス テイクホ ール ダー・ グルー プの企業 に対する 要求の変化を・ 伝統的要求と近年の環

境保護関連要求 という観 点から区別してまとめた ものである。

こ れ ら の 図 表 の 内 容 か ら は・ 企 業
を 取 り 巻 く 内 部 お よ び 外 部 ス テ イ ク ホ ー ル ダ ー ・ グ ル ー プ

の企業に対する要求 には、
企業の環境保護に対するより 高い意識、

企業の環境保護へのより進

ん だ 取 り 組 み、 す
な わ ち 環 境 志 向 経 営 推 進 あ る い は 環 境 マ ネ ジ メ ン ト 実 践 と い っ た こ と が、 明

瞭 に 存 在 す る こ と が 読 み と れ る。 そ し て こ の 点 に、 環 境 会 計 導 入 ・ 実 践 の 契 機 を 認 め る こ と が

で き る。

す な わ ち、 環 境 会 計 シ ス テ ム を 企 業 の 経 常 的 な 経 営 管 理 （エ コ ・ コ ン ト ロ ー リ ン グ
１５）） に 導

入すること により （内部環境会計）、 企 業の購入・製造・販売・回収な どの一 連の活動を、 財

（自 然 資 源・ エ ネ ル ギ ー） フ ロ ー の 側 面 か ら も・ ま た 貨 幣 （財 務 資 源） フ ロ ー の 側 面 か ら も・

環 境 保 全 の 観 点 ・ 目 的 か ら 把 握 ・ コ ン ト ロ ー ル す る こ と が 可 能 に な り、 経 営 管 理 を 環 境 保 全 に

い っ そ う 適 っ た ス タ イ ル に 漸 次 変 え る こ と が で き る よ う に な る。

こ の こ と は、 内 部 ス テ イ ク ホ ー ル ダ ー ・ グ ル ー ブ で あ る 経 営 者 ・ 従 業 員 の 環 境 志 向 経 営 実 践

への意欲を、 経営実 践の 場において具体的に活かすこと に大いに役立っはずであり、 内部ステ

イクホー ルダー・ グループの企業に対する満足 は・ 環境 会計導入による新しい経営管理実践に

よ り 高 ま る は ず で あ る。

ま た、 環 境 会 計 の 結 果 を ス テ イ ク ホ ー ル ダ ー ・ グ ル ー プ に ア ニ ュ ア ル レ ポ ー ト や 環 境 報 告 書
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表 １ 外 部 ス テ イ ク ホ ー ル ダ ー ・ グ ル ー プ の エ コ ロ ジ ー 意 識

外 部 ス テイ ク ホ ー

ル ダ ー ・ グル ー ブ
伝 統 的 要 求 の 例 エ コ ロ ジ ー 志 向 の 要 求 の 例

最 終 消 費 者 安 価 な 局 級 品 品 質 概 念 は エ コ ロ ジ カ ル な 品 質 と い う 面 に 拡 大

（中 間） 取 次 業 者 大 量、 よ く 売 れ る 製 品
有 毒 な・ あ る い は 過 剰 包 装 製 品 を 取 り 扱 わ な い （倉 庫 の

問 題）

供 給 業 者 大 量、 顧 客 と の 良 好 な 関 係 環 境 に や さ
し い 製 品 が 共 感 を 得 る と い う 期 待

競 争 企 業 価 格 一 製 品 競 争
新 し い 競 争 分 野、 エ コ マ ー ケ テ ィ ンク、 エ コ ロ ジー に 誘

導 さ れ た 原 価 節 約

労 働 組 合
局 い 賃 金、 短 い 労 働 時 間、

良 好 な 社 会 的関 係
環 境 上 適 正 な 職 場 衛 生

信 用 供 与 者 局 い 金 利 安全 性 グ リ ー ン ・イ ン ペ ス ト メ ン ト

（諸） 団 体 構 成 員 の 利 益の 主 張
構 成 員 が エ コ ロ ジ カ ル な 利 害 もま た 有す る エコ ロ ジー 志

向 の 団 体 の 形 成

官 庁 法 令 の形 成 とそ の 監 督 法 令 の 形 成 と そ の 監 督

所 有 者

（例 え ば 株 式 会 社）
大 き い配 当、 安 全 性 グ リ ー ン ・ イ ンベ ス トメ ン ト

メ デ イ ア 読 者 を 獲 得 す る 読 者 を 敏 感 に す る

行 動 グル ー プ 利 益 の主 張 利 益 の 主 張

教 育 ・ 研 究 認 識 の 極 大 化 認 識 の 極 大 化 価 値 志 向

地 理 的 近 隣 良 好 な 隣 人 関 係 有 害 物 質 輸 送 に 際 して も、 ま た 良 好 な 関 係 を 保 っ

（出 所） 図 表１ に 同 じ、
Ｓ．２１

表 ２ 内 部 ス テ イ ク ホ ー ル ダ ー ・ グ ル ー プ の エ コ ロ ジ ー 意 識

内 部ス テ イ ク ホ ー
伝 統 的 要 求 の 例

ル ダ ー ・ グ ル ー プ

従 業 員
高 い 賃 金

短 い 労 働 時 間

財 務 的 な 企 業 成 果
マ ネ ジ メ ン ト

（例 え ば、 利 益… ）

所有者
高 い 利 回 り、 安 全 性

（例 え ぱ 私 的 会 社）

エ コ ロ ジ ー 志 向 の 要 求 の 例

雇 用 者 お よ び環 境 に や さ し い 仕 事 と の 同 一 感

企 業 活 動 の正 当 性

（自 己 にと っ て の 正 当 性 も 含 む）

労 働と 資 本 の 倫 理 的 動 機 に 基 づく 投 入

（出 所） 図 表 １ に 同 じ、
Ｓ．１９

な ど の 媒 体 を 通 じ て 積 極 的 に デ ィ ス ク ロ ー ズ す る こ と に よ り （外 部 環 境 会 計 ・ 報 告）、 企 業 の

環 境 パ フ ォ ー マ ン ス や 環 境 コ ス ト を 社 会 に 認 知 ・ 理 解 し て も ら う 手 段 が 得 ら れ る。

そ して、 このことにより環境努力
を率先 して行う企業 の社 会的正統性が高ま り、 その結果、

例 え ば 環 境 コ ス ト の 社 会 の 諸 ス テ イ ク ホ ー ル ダ ー ・ グ ル ー プ 間 で の 応 分 の 負 担 ・ 配 分 な ど に 関

し て、 諸 ス テ イ ク ホ ー ル ダ ー ・
グ ル ー プ の 理 解 を ス ム ー ス に 得 る こ と が 可 能 に な る。 そ し て こ

れは、 環境保護に主体的・積極的に取り組
む企 業の生存・安定・発展へ向けての社会的コ ンセ

ン サ ス が 得 ら れ や す い こ と に も っ な が ろ う１ｏ）。

１２〕の技 術的領域 での効率性 向上に も、 この領域 に環境考慮 が盛り込ま れるこ
と により変化

が起きる。 この領域で は、 企業の経 営成果に、 （プラスの企業成果、 す
なわち付加価値の源泉

で あ る 製 晶 ・ サ ー ビ ス と 並 ん で） マ イ ナ ス の 企 業 成 果 で あ る 資 源 ・ エ ネ ル ギ ー 消 費、 排 出 物、

廃 棄 物 が 計 上 さ れ る こ と に な る。 そ し て、 内 部 環 境 会 計 の 中 で も、
と り わ け、 こ の よ う な 環 境
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負 荷 削 減 あ る い は 環 境 パ フ ォ ー マ ン ス 向 上 の た め の 物 質 ・ エ ネ ル ギ ー 管 理 に 適 す る 「エ コ 会 計

（Ｅｃｏｌｏｇｉｃａ１ Ａ ㏄ｏｕｎｔｉｎｇ： エ コ バ ラ ン ス、 ＬＣＡ な ど）」 が 企 業 に 導 入 さ れ る こ と が 望 ま し い

と い え る
１７）
。

１３〕の経済的領域での効率性 向上 では、 通常 は、 損益計算 （原 価計算、 期間損益計算） が経

済性 ・収益性を測定・伝達する役割を果 たす。 しかし、 環境志向的経営 にお いては、 経済的イ

ン プ ッ ト （原 価、 費 用） に 対 す る ア ウ ト
ブ ッ ト （収 益、 付 加 価 値） の 内 容 と し て、 さ ら に マ イ

ナスの価値と しての環境負荷が、 こ れに加えて追加的に認識される。

こ の よ う な 考 え 方 は、 さ ら に 形
を 変 え て、 経 済

的 ア ウ ト ブ ッ ト を 産 出 す る た め に 必 要 な 経 済

的イ ンプットに加えて、 新 た
なイ ンプッ トとしての環境負荷 （社会 的費用） を認識する形と し

て、 い わ ゆ る 社 会 的 コ ス ト 算 定 の 手 法
を と る こ と も あ る蝸）。 そ し て、 こ れ ら い ず れ の 考 え 方 に

おいても、 内部環境会計の 整備 が必 要とされる。

そ して、（４〕の政 治的領域で の効率性 向
上に も環境会計 は関係す る。 いかなる ステイ クホ ー

ル ダ ー ・ グ ル ー プ に 現 在 ど の よ う な 環 境 負 荷 が 与 え ら れ て お り、 そ れ が ど の よ う な ダメ ー ジ を

与 え て い る の か を 正 し く 認 識 し、 そ の 影 響
を 判 断 す る こ と は、 マ ネ ジ メ ン ト が 環 境 意 識 を 高 め

っ っ あ る 諸 ス テ イ ク ホ ー ル ダ ー ・ グ ル ー プ か ら の 等 距 離 を 保 ち、 諸 ス テ イ ク ホ ー ル ダ ー ・ グ

ル ー プ と の 想 定 さ れ る コ ン フ リ ク ト を 未 然 に 防 止 す る 上 で、 非 常 に 役 立 っ こ と で あ る。 環 境 会

計 は、 こ の よ う な 要 請 に と り わ け 応 え る こ
と が で き よ う１９）。

ま と め

以 上、 企 業 を 取 り 巻 く ス テ イ ク
ホ ー ル ダ ー ・ グ ル ー プ の 環 境 保 護 に 向 け て の 意 識 変 化 と、 そ

れに関連する 社会 文化的効率性概念の変貌、 そ してそ れに伴う会計のもっ意味内容の従来の伝

統的会計 から環境 会計への変容を簡単に論 じた。 最後 の内容、 すなわち伝統的会計か らの環境

会 計 へ の 変 容 は、 Ｓｃｈａｌｔｅｇｇｅｒ ｕｎ
ｄ Ｓｔｕｒｍ の 描 い た 骨 格 に よ り つ つ も、 そ の 大 方 は 筆 者 の 考

え を 述 べ た も の で あ る。

今 年 は、 環 境 マ ネ
ジ メ ン ト シ ス テ ム、 環 境 監 査 に 続 き、 い よ い よ 環 境 会 計 元 年 と い う 声 が 高

い２０）。 今 後 と も ス テ イ ク
ホ ー ル ダ ー ・ グ ル ー プ の 環 境 意 識 は 高 ま り、 グ リ ー ン ・ イ ン

ベ ス タ ー、

グ リ ー ン コ ン シ ュ ー マ ー の 育 成 が 急 が れ る な か、 環 境 会 計 の 実 務 へ の 導 入 が、 ま す ま す 真 剣 に、

かっ 具体 的に議論されるようになろう。

本 論は、 このような動きの中で、 環境会計 のもつ 本源的意味をもう一度振り返り、 そ の今後

のいっそ うの展 開を考え る上で重 要であ り有用 である と思わ れる環境 会計の根 底的部 分を、

Ｓｃｈａｌｔｅｇｇｅｒ ｍ ｄ Ｓｔｕｒｍ の 所 説 に も と づ き 考 察 し た も の で あ る。 新 し い 世 紀 の 到 来
を 間 近 に

し、 そ
の い っ そ う の 議 論 の 必 要 性 が 感 じ ら れ る 所 以 で あ る。
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注

１） こ の よ う な 状 況 に お い て は、
企 業 の 種 々 の ス テ イ ク ホ ー ル ダ ー ・ グ ル ー ブ 間 の バ ラ ン ス に 配 慮 し た

、

政 治 的 操 縦 の ス キ ル と い っ た も の が 必 要 と な る。
そ し て、

す べ て の ス テ イ ク ホ ー ル ダ ー ・ グ ル ー プ が

要 求 満 足 を 得 る こ と、 す な わ ち 企 業 か ら得 られ る 給 付 が、 企 業 に 提 供 す る 資 源 を 上 回 る こ と が で き れ

ぱ
、 企 業 の

生 存 が 全 ス テ イ ク ホ ー ル ダ ー ・ グ ル ー プ の 一 致 し た 要 求 と な る、
Ｖｇｌ．
Ｗ
．
Ｈｉｌｌ：
“Ｄｉｅ

Ｂｅｔｒｉｅｂｓｗｉｒｔｓｃｈａｆｔｓ１ｅｈｒｅ ｄｅｒ ｎｅｕｎｚｉｇｅｒ Ｊａｈｒｅ ｖｏｒ ｎｅｕｅｎ Ａ ｕｆｇａｂｅｎ
”
、
Ｄ 加 σ 刎θ 例 功 ｍ ｍ ｇ Ｎｒ．

４ ／

８９． １９８９， Ｓ．２７６， ｕｎｄ＝
’‘
Ｂａｓｉｓｐｅｒｓｐｅｋｔｉｖｅｎ ｄｅｒ Ｍ ａｎａｇｅｍ ｅｎｔｆｏｒｓｃｈ ｍ ｇ

’’
，
〃 θ σ ｍｅ 舳 助 ｍ 舳 ｇ，

Ｎｒ．

１ ／ ９１
．
１９９１
，
Ｓ．
１Ｏ．

２） Ｅ．Ｓｃｈｍａ１ｅｎｂａｃｈ も、
企 業 を た ん な る 私 経 済 的 営 利 機 関 と は と ら え ず、

共 同 経 済 機 関 と し て 理 解 し、

そ の 全 体 経 済 へ の 参 加 ・ 貢 献 の 見 地 か ら 企 業 を 評 価 す る。 ｖｇ
１
．
Ｅ
．
Ｓｃｈｍａｌｅｎｂａｃｈ： Ｄ ｍαｍ｛ｓｃ伽

〃 α ㎜，
７． Ａｕ
ｆ一．．Ｓ．９

４ （土 岐 政 蔵 訳 「動 的 貸 借 対 照 表 論 （７ 版）」 森 山 書 店、
１９５６ 年

、
７４ 頁）

、
上 田 俊

昭 「地 球 環 境 問 題 と 会 計 の 役 割」 社 会 関 連 研 究 第 ６ 号、 １９９４ 年、 ４１ 頁、 お よ び 宮 崎 修 行 「シ ュ マ ー レ

ン バ ッ ハ の デ ィ ナ ミ ッ シ ェ ・ ビラ ンツ と 収益 お よ び 費 用 概 念」 早 稲 田 大 学 大 学 院 商 学 研 究 科 紀 要 第 ２０

号、 １９８５ 年 ９
４ － ９５ 頁 参 照。

３） Ｗ． Ｈｉ１１ （１９９１）， ａ． ａ．
Ｏ
．，
Ｓ
．
一１０
． ｍ
ｄ Ｓ
．
Ｓｃｈａｌｔｅｇｇｅｒ ＆ Ａ．

Ｓｔｕ ｍ ： δ尾ｏ’ｏ 酌 ｏ 物 刎｛ｅ物 亙ｍｓｃ ω一

ω ｇ舳 加 σ 物 ｍ 助 ｍｅｎ 一 δ尾・１・ 躰・ゐ・・ＲｅＣ伽 舳ｇＳｍ∫ｅｍＳ吻〃 碗 伽 ｍ 地 〃ｍｇｌ Ｍ・物 伽ｄ 敏 眺

Ｋ 榊 舳 舳 Ｋｏｍｍ ｍ Ｂｅｍ Ｓｔｕｔｔｇａｒｔ Ｗ１ｅｎ １９９２ Ｓ １１

４ ） Ｗ． Ｈｉ１ｌ （１９９
１）， ａ． ａ．

Ｏ
．，
Ｓ
．
１Ｏ
．

５ ） Ｗ． Ｈｉｌ１：
‘‘
Ｂｅｔｒｉｅｂｓｗｉｒｔｓｃｈａｆｔｌｅｈｒｅ ａ１ｓ Ｍ ａｎａｇｅ ｍ ㎝ ｔｌｅｈｒｅ

’’
，
Ｒｏ１ｆ Ｗ ｕｎｄｅｒｅｒ （Ｈｒｓｇ．）： 肋 舳 δ∫一

ω 切ｓｃ 肋 〃 助 ｍ α’ｓ Ｍ 舳２９２ｍｅｍ一ω 〃 Ｆ 舳 例ｎｇｓ’助 ｍ，
Ｓｔｕｔｔｇａｒｔ，

１９９４
，
Ｓ－１２５．

Ｓ． Ｓｃ
ｈａ１ｔｅｇｇｅｒ ＆ Ａ．

Ｓｔｕｒｍ （１９９２）， ｏ．α．
０
．，
Ｓ
．
１２
．

Ｓ． Ｓｃ
ｈａｌｔｅｇｇｅｒ ＆ Ａ．

Ｓｔｕｒｍ （１９９２）， α一〇．
０．、
Ｓ，１２ｆｆ．

Ｗ
１
Ｈｉ１ｌ （１９９１）

， α．α．
０
．，
Ｓ
．
１２
．

Ｗ
．
Ｈｉ１１ （１９９４）

， α．ｏ．
０
．，
Ｓ
．
１３７
．

Ｗ
．
Ｈｉ１１ （１９９１）， ｏ． α

０．，
Ｓ Ｓ．１Ｏ － １２．

Ｓ
．
Ｓｃｈａｌｔｅｇｇｅｒ ＆ Ａ．

Ｓｔｕｒｍ （１９９２）， ｏ．α．
０．．
ＳＳ．１２ － １３－

Ｗ
．
Ｈｉｌｌ （１９９４）

， α． α
０
．、
Ｓ
．
１３７．

Ｓ
．
Ｓｃｈａｌｔｅｇｇｅｒ ＆ Ａ． Ｓｔｕｒ ｍ （１９９２）， α一α．

０．， Ｓ．１４．

Ｓ
．
Ｓｃｈａｌｔｅｇｇｅｒ ＆ Ａ． Ｓｔｕｒ ｍ （１９９２）， α一〇１

０１．
ＳＳ．
１６ － １７一

ス イ ス で い う と こ ろ の エ コ ・ コ ン ト ロ ー リ ン グ と い う 用 語 の 意 味 に つ い て は、
「ト ー マ ツ 環 境 ニ ュ ー

ス」 第 ２７ 号、 １９９９ 年 ２ 月、 １ 頁 に ふ れ て い る。

１６） 外 部 ス テイ ク ホ ー ル ダ ー ・ グ ル ー プに 対 す る 企 業 の 正 統 性 に 関 し て は、 向 山 敦 夫 「社 会 関 連 情 報 開

示の 論 理 の 二 側 面 一 ア カ ウ ンタ ヒ リ テ ィ と 正 統 性 」、 社 会 関 連 会 計 研 究、 第 ６ 号、 １９９４ 年、

およ ぴ 國 部 克 彦 「ア カ ウ ン タ ビリ テ ィ と 正 統 性 理 論」、 日 本 会 計 研 究 学 会 ス タ ディ ・ グ ル ー プ 中 間 報 告

書 「企 業 会 計 と ア カ ウ ン タ ビ リ テ ィ 概 念 の 拡 充」 １９９５ 年、
に 詳 し い

。
な お
、
企 業 環 境 開 示 ・ 報 告 と ス

テイ ク ホ ー ル ダ ー ・ グル ー プに よ る 環 境 コ ス ト 負担 と いう 関 係 に 関 し て は、 社 会 関 連 会 計 学 会 第 １１ 回

大会 （大 阪 市 立 大 学） に お け る 國 部 報 告 と そ れ に 対 す る 勝 山 進 教 授 の コメ ン ト、 富 増 和 彦 助 教 授 の 批

判 が 非 常 に 参 考 に な っ た。 御 教 示 に対 して、 こ こ に 感 謝 を 申 し 上 げ た い。

１７） 企 業 環 境 会 計 （Ｃｏｒｐｏｒａｔｅ Ｅｎｖｉｒｏｎｍｅｎｔａ１ Ａ ㏄ｏｕｎｔｉｎｇ） を 「環 境 面 を 区 別 し た 会 計 （Ｅｎｖｉｒｏｎ－

ｍｅｎｔａｌ１ｙ Ｄｉｆｆｅｒｅｎｔｉａｔｅｄ Ａ ㏄ｏｕｎｔｉｎｇ）」 と 「エ コ ロ ジ ー 会 計 （Ｅｃｏｌｏｇｉｃａｌ Ａ ㏄ ｏｕｎｔｉｎｇ）、 略 し て

「エ コ 会 計」」 に 区 別 す る 考 え 方 は、
Ｓｃｈａ１ｔｅｇｇｅｒ ｅｔ ａ１．： Ｃｏゆｏｍ ね 亙 舳 伽 ㎝ ｍ ｍ α 川 ㏄ｏ 舳 肋 ｇ （ｐ． ２



企 業 環 境 会 計 の 基 礎 づ け
５５

ｅｔｓ．）， １９９６， に 明 瞭 に 示
さ れ て い る。

こ れ に つ い て は ま た、 前 出
「ト ー マ ツ 環 境 ニ ュ ー ス」 参 照。 な

お、 Ｓｃｈａｌｔｅｇｇｅｒ の こ
の 英 語 文 献 の 方 法 論 な ど に っ い て は、 ＩＣＵ で 毎

月 ワ ー ク シ ョ ッ プ が 開 催 さ れ 検

討 さ れ て お り、 そ の結 果 は 今 後 報 告 さ れ る 予 定 で あ る。

１８） こ の よ う な、 「収 益 （便 益） に 対 す る 私 的 費 用 十 環 境 負 荷」
の ト ライ ア ン グ ル は スイ ス の エ コ バ ラ ン

ス 理 論 の 基 本 で あ る。 ｖｇ
１
．
Ａ
，
Ｂｒａｕｎｓｃｈｗｅｉｇ ＆ Ｒ． Ｍ 測１ｅｒ－

Ｗ ｅｎｋ： δ尾ｏ 舳 伽ｚｅｎ ∫伽 σｍ 舳 ｅ尻一

ｍωｍｇ例 一 Ｅｉｎｅ Ｗ ｅｇｌｅｉｔｕｎｇ ｆｕｒ ｄｉｅ Ｐｒａｘｉｓ 一 ，
Ｂｅｍ ／ Ｓｔｕｔｔｇａｒｔ／ Ｗｉｅｎ．

１９９３
，
Ｓ－１２６ （宮 崎 修 行

訳 『企 業 の エコ バ ラ ン ス ー 環 境 会 計 の 理 論 と 実 践 一 」 白 桃 書 房、 １９９６ 年、 １２６ 頁）．

１９） 環 境 報 告 書の 利 用 の ウ エイ ト が 従 業 員 を トッ プと す る の は、 現 在 の わ が 国 の 傾 向 で あ る が、 こ の よ

う な 環 境 報 告 書 の 利 用 形 態 を、
Ｓｃｈａ１ｔｅｇｇｅｒ ｕｎｄ Ｓｔｕ ｍ の い う 政 治

的 効 率 性 の 文 脈 か ら 読 む こ と も で

き る。 環 境報 告 書 の 利 用 に っ い て は、 宮 崎修 行 が 日経 産 業 消 費 研 究 所
お よ び 日 本 経 済 新 聞 社 の 協 力 で

昨 年 実施 し た 企 業 ア ン ケ ー ト 調 査 の 結 果 に も と づく、 っ ぎ の 記 事、 文 献 等 を 参 照 ：「特 別 調 査 環 境 管

理 ・ 会 計 の 動 向、 主 要 ３５０ 社 投 資 額 や 経 費 の 把 握 に 動 く、 環 境 報 告 書 作 り にも 意 欲」 日 経 テ ク

ノ フ ロ ン テ ィ ア 第 ９５ 号、 １９９８ 年 ９ 月、 お よ び 日 本 経 済 新 聞 社、 日 経
産 業 消 費 研 究 所 「２１ 世 紀 の 環 境

経 営 環 境 管 理 ・ 会 計 の 方 向 性 を 探 る」 １９９９年 ２月。

２０） 日 本ＩＢＭ 社 の 環 境 報 告 書 『ＩＢＭ 環 境 プロ グ レ ス ・ レ ポ ー ト １９９８」、 ９ 頁 に は、 「環 境 会 計」 が 以 前

よ り 相 当 詳 細 に 取 り 上 げ られ て い 孔


